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（参考）具体的な年間保険料額の例
　　　下表は一般的な例となっておりますので、あくまで参考としてご覧ください。

　

災
害
に
あ
っ
た
場
合
や
生
活
困

窮
に
よ
る
保
険
料
の
納
付
が
著
し

く
困
難
な
場
合
な
ど
、
一
定
の
基

準
に
基
づ
き
、
申
請
に
よ
る
保
険

料
の
減
免
措
置
が
あ
り
ま
す
。

　

原
則
と
し
て
、
年
額
18
万
円
以

上
の
年
金
受
給
の
方
は
年
金
か
ら

天
引
き
（
特
別
徴
収
）
に
な
り
ま

す
。
た
だ
し
、
介
護
保
険
料
と
あ

わ
せ
た
保
険
料
額
が
、
年
金
額
の

１
／
２
を
超
え
る
方
や
そ
の
他
の

事
情
に
よ
り
特
別
徴
収
さ
れ
な
い

方
に
つ
い
て
は
、
口
座
振
替
等
の

方
法
に
よ
り
市
・
町
に
対
し
て
納

め
て
い
た
だ
き
ま
す
（
普
通
徴
収
）
。

　

な
お
、
特
別
徴
収
の
徴
収
月
お

よ
び
普
通
徴
収
の
納
期
は
次
の
と

お
り
で
す
。

　

特
別
徴
収
の
徴
収
月

４
月
、
６
月
、
８
月
、
10
月
、
12

月
、
２
月
（
※
４
月
、
６
月
、
８

月
は
仮
徴
収
で
す
。
）

　

普
通
徴
収
の
納
期

１
期
（
７
月
）
、
２
期
（
８
月
）
、

３
期
（
９
月
）
、
４
期
（
10
月
）
、

５
期
（
11
月
）
、
６
期
（
12
月
）
、

７
期
（
１
月
）
、
８
期
（
２
月
）
、

９
期
（
３
月
）

　

災
害
な
ど
の
特
別
な
事
情
が
な

い
の
に
保
険
料
を
滞
納
す
る
と
、

被
保
険
者
証
を
返
還
し
て
も
ら
い
、

「
短
期
被
保
険
者
証
」
ま
た
は
「
被

保
険
者
資
格
証
明
書
」
を
交
付
し

ま
す
。
な
お
保
険
料
を
完
納
さ
れ

た
り
、
滞
納
額
が
著
し
く
減
少
し

た
と
き
は
、
改
め
て
被
保
険
者
証

を
交
付
し
ま
す
。

　

県
政
だ
よ
り
１
月
号
に
関
連
記

事
が
あ
り
ま
す
。
あ
わ
せ
て
ご
覧

く
だ
さ
い
。

　

広
報
か
わ
ご
え
３
月
号
に
も
関

連
記
事
を
掲
載
す
る
予
定
で
す
。

　

三
重
県
後
期
高
齢
者
医
療
広
域

連
合
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

h
ttp
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問
い
合
わ
せ
先

三
重
県
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連

合　℡
０
５
９
・
２
２
１
・
６
８
８
３

　

０
５
９
・
２
２
１
・
６
８
８
４

　

０
５
９
・
２
２
１
・
６
８
８
１

川
越
町
役
場
民
生
部
福
祉
課　
　

　
　
　
　

℡
３
６
６
・
７
１
１
６

町
県
民
税
お
よ
び
所
得
税
（
確
定
申
告
）の
申
告
会
場
を
開
設

　

川
越
町
役
場
で
は
、
町
県
民
税
申
告
と
所
得
税
確
定
申

告
の
申
告
会
場
を
例
年
通
り
開
設
し
ま
す
。

開
設
期
間　

２
月
１
日

（金）
〜
３
月
17
日

（月）
午
前
９
時
〜
午

後
５
時　

※
土
日
祝
を
除
く

※
還
付
（
税
金
が
戻
る
）
申
告
以
外
の
確
定
申
告
相
談
は

2
月
１８
日
（月）
以
降
と
な
り
ま
す
。

※
資
産
や
株
式
の
譲
渡
所
得
が
あ
る
場
合
の
申
告
相
談
は

受
付
で
き
ま
せ
ん
（
所
得
税
確
定
申
告
会
場
（
四
日
市
農

協
会
館
５
階
）
に
て
ご
相
談
く
だ
さ
い
）

場　

所　

役
場
２
階
２
０
３
会
議
室

問
い
合
わ
せ
先　

　
　
　
　

川
越
町
役
場
税
務
課　

℡
３
６
６
・
７
１
１
４

町
県
民
税
の

申
告
に
つ
い
て

　

四
日
市
税
務
署
所
轄
の
確
定
申
告

会
場
が
四
日
市
農
協
会
館
５
階
に
な

り
ま
す
。

※
四
日
市
税
務
署
で
は
確
定
申
告
会

場
を
設
け
ま
せ
ん
の
で
ご
注
意
く
だ

さ
い
。

開
設
期
間　

２
月
12
日

（火）
〜
３
月
17

日
（月）
午
前
９
時
〜
午
後
５
時

※
土
日
祝
を
除
く　

※
混
雑
の
状
況
に
よ
り
早
め
に
受
付

を
終
了
す
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

　

資
産
や
株
式
の
譲
渡
所
得
が
あ
る

場
合
の
申
告
相
談
は
こ
ち
ら
の
申
告

会
場
ま
で
お
越
し
く
だ
さ
い
。

問
い
合
わ
せ
先　

四
日
市
税
務
署

〒
５
１
０
―
０
０
７
１　

四
日
市
市

西
浦
二
丁
目
２
番
８
号

　
　
　
　
　

℡
３
５
２
・
３
１
４
１

http://w
w

w
.nagoya.nta.go.jp/

yokkaichi

※
申
告
書
を
郵
送
す
る
場
合
は
四
日

市
税
務
署
へ
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

町
県
民
税
の
申
告
が

不
要
の
人

確定申告

町県民税

四
日
市
税
務
署
所
轄
の
所
得
税
の
確
定
申
告
会
場
は

　

『
四
日
市
農
協
会
館
５
階
』に
な
り
ま
す

2月1日（金）～3月17日（月）

確
定
申
告
書
に
添
付
す
る
書
類

申
告
す
る
前
に
、

　

申
告
書
と
印
鑑
の
ほ
か
に
次
の

　
　
　
　

添
付
書
類
を
ご
確
認
く
だ
さ
い
！

役場2階203会議室 ※土日祝日は除く

申告書は役場税務課窓口にてご用意しています。申告書が直接送付された方についてはその申告書をご持参ください。

老人保健制度から後期高齢者医療制度へ

■
保
険
料
の
減
免

■
保
険
料
の
徴
収

■
保
険
料
を
滞
納
す
る
と

FAX

・基礎年金受給者【基礎年金７９万円】［一人世帯の場合］

　　被保険者均等割　１１,０２７円 （７割軽減）＋ 所得割　　　 なし 　　　 ＝ １１，０２７円

・厚生年金の平均的な年金額の受給者【厚生年金２０１万円】［一人世帯の場合］

　　被保険者均等割　２９,４０６円 （２割軽減）＋ 所得割　３２，５９２円　＝ ６１，９９８円

・厚生年金の平均的な年金額の夫【厚生年金２０１万円】と

　　　その妻（基礎年金受給者）【基礎年金７９万円】［二人世帯の場合］

　○厚生年金受給している夫

　　被保険者均等割　２９,４０６円（２割軽減） ＋ 所得割　３２，５９２円　＝ ６１，９９８円

　○基礎年金受給している妻

　　被保険者均等割　２９,４０６円（２割軽減） ＋ 所得割　　　 なし 　　　  ＝ ２９，４０６円

・自営業者である世帯主と同居する者【世帯主（子） 年収３９０万円、親 基礎年金７９万円】

　　被保険者均等割　３６,７５８円　　　　　　 ＋ 所得割　　　 なし 　　  　＝ ３６，７５８円

・被用者の子供と同居する者【子 政府管掌保険 平均年収３９０万円、親 基礎年金７９万円】

　　被保険者均等割　３６,７５８円　　　　　　 ＋ 所得割　　　 なし 　　  　＝ ３６，７５８円

■被用者保険の被扶養者となっていた方については、次の激変緩和措置を行います。後期高齢者

　医療制度に加入したときから２年間、被保険者均等割額の５割を軽減し、所得割を課しません。

　※平成20年度については、時限措置として４月から９月までの６か月間保険料は無料となり、

　　10月から平成21年３月まで６か月間の保険料は被保険者均等割が９割軽減された額となり

　　ます。

※
所
得
税
の
確
定
申
告
を
す
る
方
は
、

　

こ
の
申
告
の
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん

　

川
越
町
内
に
住
所
の
あ
る
人
は
、

原
則
と
し
て
申
告
書
を
提
出
し
な
け

れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

●
所
得
税
の
確
定
申
告
を
す
る
人
●

前
年
中
の
所
得
が
給
与
又
は
公
的
年

金
の
み
で
あ
る
人

　

給
与
又
は
公
的
年
金
の
支
払
者
か

ら
支
払
報
告
書
が
提
出
さ
れ
ま
す
の

で
、
申
告
す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

た
だ
し
、
雑
損
控
除
、
医
療
費
控
除

又
は
寄
附
金
控
除
等
を
受
け
よ
う
と

す
る
人
や
公
的
年
金
の
み
で
配
偶
者

特
別
控
除
を
受
け
よ
う
と
す
る
人
な

ど
は
申
告
が
必
要
で
す
。

●
前
年
中
の
所
得
が
川
越
町
の
条
例

で
定
め
る
金
額
以
下
の
人
（
非
課
税
）

※
申
告
義
務
の
有
無
に
つ
い
て
は
、

役
場
税
務
課
に
ご
相
談
く
だ
さ
い
。

　

昨
年
ま
で
地
区
公
民
館
で
行
っ
て

お
り
ま
し
た
町
県
民
税
の
出
張
申
告

は
廃
止
と
な
り
ま
し
た
の
で
ご
了
承

く
だ
さ
い
。

●
源
泉
徴
収
票
な
ど
の
収
入
の
わ
か

る
も
の

　

所
得
税
を
源
泉
徴
収
さ
れ
た
給
与

所
得
な
ど
が
あ
る
場
合
に
は
、
勤
務

先
等
か
ら
交
付
を
受
け
た
源
泉
徴
収

票
を
確
定
申
告
書
に
添
付
し
て
提
出

し
て
く
だ
さ
い
。

●
各
種
所
得
控
除
（
雑
損
控
除
・
医

療
費
控
除
・
小
規
模
共
済
等
掛
金
控

除
・
生
命
保
険
料
控
除
・
地
震
保
険

料
控
除
・
寄
付
金
控
除
）
を
受
け
る

場
合
、
そ
れ
ぞ
れ
平
成
19
年
中
に
支

払
っ
た
領
収
書
や
証
明
書
等

●
住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
を
受
け

る
た
め
の
書
類

①
住
民
票
の
写
し

②
登
記
簿
謄
（
抄
）
本
や
請
負
契
約

書
な
ど
で
家
屋
の
取
得
年
月
日
や
床

面
積
、
取
得
価
額
を
明
ら
か
に
す
る

書
類

③
住
宅
取
得
資
金
に
係
る
借
入
金
の

年
末
残
高
等
証
明
書

④
住
宅
ロ
ー
ン
等
に
含
ま
れ
る
敷
地

等
の
購
入
に
係
る
ロ
ー
ン
等
に
つ
い

て
、
こ
の
控
除
の
適
用
を
受
け
る
場

合
は
そ
の
敷
地
等
の
登
記
簿
謄
（
抄
）

本
や
そ
の
敷
地
等
の
分
譲
に
係
る
契

約
書
な
ど
で
、
そ
の
敷
地
等
の
取
得

価
額
や
取
得
年
月
日
な
ど
を
明
ら
か

に
す
る
書
類
、
ま
た
は
そ
の
写
し
。

　

な
お
、
増
改
築
等
を
し
た
家
屋
の

場
合
は
、
建
築
確
認
通
知
書
の
写
し
、

も
し
く
は
検
査
済
証
の
写
し
、
ま
た

は
増
改
築
等
工
事
証
明
書
な
ど
も
必

要
と
な
り
ま
す
。


